
 

 

 

 

 

 

 

令和７年度 

 

 

埼玉県出張理美容師衛生講習 

 

 

 

 

 

        

                              

 

 
 

 

 

埼玉県保健医療部生活衛生課  

  

埼玉県のマスコット 
コバトン  



 

 

目   次 

 

 頁 

 資料 

 （１）「出張理美容に関する衛生法規について」     ２ 

 

 （２）理容師法・理容師法施行令・理容師法施行規則（抜粋） １３ 

    理容師法施行条例・理容師法施行細則（埼玉県）  １５ 

     

 （３）美容師法・美容師法施行令・美容師法施行規則（抜粋） ２１ 

    美容師法施行条例・美容師法施行細則（埼玉県）  ２３ 

 

 （４）出張理容・出張美容に関する衛生管理要領について  ２９ 

    （平成 19年 10 月 4 日健発第 1004002 号） 

 

 （５）新しい消毒方法を実行しましょう     ３４ 

    （全国生活衛生営業指導センター作成パンフレット） 

 

 （６）適切な洗浄・消毒をしていますか？           ４２ 

    （埼玉県作成リーフレット） 

 

 （７）アタマジラミ注意報！                 ４６ 

    （埼玉県作成リーフレット） 

 

 

 

 

 

 



-
 
2
 
-



-
 
3
 
-



-
 
4
 
-



-
 
5
 
-



-
 
6
 
-



-
 
7
 
-



-
 
8
 
-



-
 
9
 
-



-
 
1
0
 
-



-
 
1
1
 
-



-
 
1
2
 
-



１ 理容師法・理容師法施行令・理容師法施行規則（抜粋） 
 
 
○理容師法（抜粋） 

(昭和二十二年十二月二十四日) 
(法律第二百三十四号) 

（目的） 
第一条 この法律は、理容師の資格を定めるとともに、理容の業務が適正に行
われるように規律し、もつて公衆衛生の向上に資することを目的とする。 
 
（定義） 
第一条の二 この法律で理容とは、頭髪の刈込、顔そり等の方法により、容姿
を整えることをいう。 

２ この法律で理容師とは、理容を業とする者をいう。 
３ この法律で、理容所とは、理容の業を行うために設けられた施設をいう。 

 
 
（無免許営業の禁止） 
第六条 理容師の免許を受けた者でなければ、理容を業としてはならない。 
（営業場所の制限） 
第六条の二 理容師は、理容所以外において、その業をしてはならない。但し、
政令で定めるところにより、特別の事情がある場合には、理容所以外の場所に
おいてその業を行うことができる。 
 
 
（理容の業を行う場合に講ずべき措置） 
第九条 理容師は、理容の業を行うときは、次に掲げる措置を講じなければな
らない。 

一 皮ふに接する布片及び器具は、これを清潔に保つこと。 
二 皮ふに接する布片は、客一人ごとにこれを取りかえ、皮ふに接する器具は、

客一人ごとにこれを消毒すること。 
三 その他都道府県が条例で定める衛生上必要な措置 

  
 
（理容所に必要な措置） 
第十二条 理容所の開設者は、理容所につき左に掲げる措置を講じなければな
らない。 

一 常に清潔に保つこと。 
二 消毒設備を設けること。 
三 採光、照明及び換気を充分にすること。 
四 その他都道府県が条例で定める衛生上必要な措置 

 
 
 

○理容師法施行令（抜粋） 
(昭和二十八年八月三十一日) 

(政令第二百三十二号) 
 
(理容所以外の場所で業務を行うことができる場合) 
第四条 理容師が法第六条の二ただし書の規定により理容所以外の場所におい
て業を行うことができる場合は、次のとおりとする。 

一 疾病その他の理由により、理容所に来ることができない者に対して理容を行
う場合 

二 婚礼その他の儀式に参列する者に対してその儀式の直前に理容を行う場合 
三 前二号のほか、都道府県(地域保健法(昭和二十二年法律第百一号)第五条第一

項の規定に基づく政令で定める市(以下「保健所を設置する市」という。)又は
特別区にあつては、市又は特別区)が条例で定める場合 
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○理容師法施行規則（抜粋） 
(平成十年一月二十七日) 

(厚生省令第四号) 
 
(皮膚に接する器具) 
第二十四条 法第九条第一号及び第二号に規定する器具とは、クリッパー、は
さみ、くし、刷毛、ふけ取り、かみそりその他の皮膚に直接接触して用いられ
る器具とする。 
 
(消毒の方法) 
第二十五条 法第九条第二号に規定する消毒は、器具を十分に洗浄した後、次
の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定めるいずれかの方法により行わなけ
ればならない。 

一 かみそり(専ら頭髪を切断する用途に使用されるものを除く。以下この号にお
いて同じ。)及びかみそり以外の器具で血液が付着しているもの又はその疑いの
あるものに係る消毒 

イ 沸騰後二分間以上煮沸する方法 
ロ エタノール水溶液(エタノールが七十六・九パーセント以上八十一・四パーセ

ント以下である水溶液をいう。次号ニにおいて同じ。)中に十分間以上浸す方法 
ハ 次亜塩素酸ナトリウムが〇・一パーセント以上である水溶液中に十分間以上

浸す方法 
二 前号に規定する器具以外の器具に係る消毒 
イ 二十分間以上一平方センチメートル当たり八十五マイクロワット以上の紫外

線を照射する方法 
ロ 沸騰後二分間以上煮沸する方法 
ハ 十分間以上摂氏八十度を超える湿熱に触れさせる方法 
ニ エタノール水溶液中に十分間以上浸し、又はエタノール水溶液を含ませた綿

若しくはガーゼで器具の表面をふく方法 
ホ 次亜塩素酸ナトリウムが〇・〇一パーセント以上である水溶液中に十分間以

上浸す方法 
ヘ 逆性石ケンが〇・一パーセント以上である水溶液中に十分間以上浸す方法 
ト グルコン酸クロルヘキシジンが〇・〇五パーセント以上である水溶液中に十

分間以上浸す方法 
チ 両性界面活性剤が〇・一パーセント以上である水溶液中に十分間以上浸す方

法 
 

(清潔保持の措置) 
第二十六条 法第十二条第一号に規定する清潔の保持のための措置は、次のと
おりとする。 

一 床及び腰板にはコンクリート、タイル、リノリューム又は板等不浸透性材料
を使用すること。 

二 洗場は、流水装置とすること。 
三 ふた付きの汚物箱及び毛髪箱を備えること。 

(採光、照明及び換気の実施基準) 
第二十七条 法第十二条第三号に規定する採光、照明及び換気の実施の基準は、
次のとおりとする。 

一 採光及び照明 理容師が理容のための直接の作業を行う場合の作業面の照度
を百ルクス以上とすること。 

二 換気 理容所内の空気一リットル中の炭酸ガスの量を五立方センチメートル
以下に保つこと。 
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○理容師法施行条例（平成12年3月24日条例第23号） 

理容師法施行条例 

平成十二年三月二十四日 

条例第二十三号 

  

 改正 平成一五年 三月一八日条例第二九号 平成二一年 三月三一日条例第一五号  

   平成二八年一二月二六日条例第六二号    

理容師法施行条例をここに公布する。 

理容師法施行条例 

（趣旨） 

第一条 この条例は、理容師法（昭和二十二年法律第二百三十四号。以下「法」という。）の施行に

ついて必要な事項を定めるものとする。 

（理容の業を行う場合の衛生上必要な措置） 

第二条 法第九条第三号に規定する条例で定める衛生上必要な措置は、次のとおりとする。 

一 就業中は、身体を清潔に保ち、清潔な作業衣を着用すること。 

二 客一人ごとに手指を石けん等で洗うこと。 

三 顔そりのときは、清潔なマスクを使用すること。 

四 理容に直接使用する客用の布片は、清潔なものを使用すること。 

五 皮膚に接する布片等は、客一人ごとに、次に掲げる方法により消毒を行ったものと取り替える

こと。 

イ 血液が付着しているもの又はその疑いがあるものは、理容師法施行規則（平成十年厚生省令

第四号。ロにおいて「省令」という。）第二十五条第一号に規定するいずれかの方法によるこ

と。 

ロ イに規定するもの以外のものは、省令第二十五条第一号又は第二号ハ、ホ若しくはヘに規定

するいずれかの方法によること。 

六 紙製の首巻き、まくら当て等は、客一人ごとに廃棄すること。 

七 そり毛用の石けん水は、客一人ごとに廃棄すること。 

八 消毒液は、毎週一回以上（汚濁した場合は、その都度）取り替えること。 

九 消毒済の器具は、未消毒の器具と区別した場所に置き、これを標示しておくこと。 

一部改正〔平成一五年条例二九号・二一年一五号〕 

（理容所の衛生上必要な措置） 

第三条 法第十二条第四号に規定する条例で定める衛生上必要な措置は、次のとおりとする。 

一 作業所の面積は、九・九平方メートル以上であること。 

二 理容に使用するいすは、作業所の面積九・九平方メートルにつき二台以内とし、その面積が九・

九平方メートルを超える場合は、その超える面積が三・三平方メートルを増すごとに一台を二台

に加えた台数以内とすること。 

三 洗顔及び洗髪のための流水式の設備を設けること。 

四 天井の高さは、床面から二・一メートル以上とすること。 

五 待ち合い所は、作業に支障のない場所に設け、かつ、固定した〇・九メートル以上の高さを有

する物により、作業所と区画すること。 

六 ねずみ、衛生害虫等の生息状況等について毎月一回以上点検し、その結果に応じた適切な措置

を講ずること。 

七 外傷の手当てに必要な救急薬品及び衛生材料を備えて置くこと。 

一部改正〔平成二一年条例一五号〕 

（出張理容を行うことができる場合） 

第四条 理容師法施行令（昭和二十八年政令第二百三十二号。第六条第一項において「政令」という。）

第四条第三号に規定する条例で定める場合は、次のとおりとする。 

一 付近に理容所のないへき地に出張して理容を行う場合 

二 刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律（平成十七年法律第五十号）第二条第一号に
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規定する被収容者又は同条第二号に規定する被留置者に対して理容を行う場合 

三 演劇、演芸等に出演する者に対してその出演の直前に理容を行う場合 

四 前三号に掲げる場合のほか、規則で定める場合 

追加〔平成一五年条例二九号〕、一部改正〔平成二一年条例一五号〕 

（出張理容を行う場合の衛生上必要な措置） 

第五条 法第六条の二ただし書の規定による理容所以外の場所における業（次条及び第七条において

「出張理容」という。）を行う理容師が講ずべき法第九条第三号に規定する条例で定める衛生上必

要な措置は、第二条に掲げるもののほか、次のとおりとする。 

一 外傷の手当てに必要な救急薬品及び衛生材料を携帯すること。 

二 前号に掲げるもののほか、規則で定める措置 

追加〔平成二一年条例一五号〕、一部改正〔平成二八年条例六二号〕 

（出張理容を行う場合の届出） 

第六条 理容師は、出張理容を行う場合は、あらかじめ、規則で定めるところにより、その旨を知事

に届け出なければならない。ただし、政令第四条第二号又はこの条例第四条第三号に掲げる場合は、

この限りでない。 

２ 前項の規定による届出をした理容師は、その届出に係る事項を変更したとき又は出張理容を廃業

したときは、遅滞なく、規則で定めるところにより、その旨を知事に届け出なければならない。 

追加〔平成二一年条例一五号〕 

（出張理容に関する講習） 

第七条 前条第一項の規定による届出をした理容師（理容所の開設者及び従業者を除く。）は、規則

で定めるところにより、出張理容を行う場合における衛生上必要な措置に関し知識を修得するため

の知事が指定する講習を受けなければならない。 

追加〔平成二八年条例六二号〕 

（委任） 

第八条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

追加〔平成二一年条例一五号〕、一部改正〔平成二八年条例六二号〕 

附 則 

１ この条例は、平成十二年四月一日から施行する。 

２ この条例の施行の際現に法第十一条第一項の規定による理容所の位置等の届出をしている者の当

該届出に係る理容所が、第三条第一号又は第四号の規定に適合しない場合においては、これらの規

定にかかわらず、当該理容所の構造設備を変更する場合を除き、当該理容所の衛生上必要な措置に

ついては、なお従前の例による。 

附 則（平成十五年三月十八日条例第二十九号） 

この条例は、平成十五年四月一日から施行する。 

附 則（平成二十一年三月三十一日条例第十五号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成二十一年十月一日から施行する。ただし、第二条第五号の改正規定及び附則第

三項の規定は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際現に理容師法（昭和二十二年法律第二百三十四号）第十一条第一項の規定に

よる理容所の開設の届出をしている者の当該届出に係る理容所が改正後の第三条第三号の規定に適

合しない場合においては、当該理容所が増築され、又は改築されるまでの間は、当該理容所につい

ては、同号の規定は適用しない。 

３ この条例の施行の日以後に出張理容を行おうとする理容師は、この条例の施行前においても、改

正後の第六条第一項の規定の例により、知事に届け出ることができる。 

４ この条例の施行前に前項の規定によりされた届出は、この条例の施行の日において改正後の第六

条第一項の規定によりされた届出とみなす。 

附 則（平成二十八年十二月二十六日条例第六十二号） 

この条例は、公布の日から起算して一年を超えない範囲内において規則で定める日から施行する。 

（平成二十九年十二月規則第五十二号で、同二十九年十二月二十五日から施行） 
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○理容師法施行細則（昭和41年3月30日規則第12号） 

理容師法施行細則 

昭和四十一年三月三十日 

規則第十二号 

  

 改正 昭和四四年 三月三一日規則第八号 昭和四五年 一月二〇日規則第五号  

   昭和四六年一二月二四日規則第九一号 昭和四九年 一月二二日規則第三号  

   昭和五四年 三月三〇日規則第二八号 昭和五九年 三月三〇日規則第一六号  

   昭和六〇年一二月二七日規則第八九号 昭和六一年 三月二二日規則第一二号  

   平成 三年 三月一九日規則第七号 平成 八年一二月二四日規則第七八号  

   平成 九年 三月二八日規則第二八号 平成一〇年 三月三一日規則第四八号  

   平成一二年 三月三一日規則第七三号 平成一四年 三月一九日規則第二〇号  

   平成一五年 三月一八日規則第二三号 平成一七年 五月一七日規則第一三八

号 

 

   平成二〇年 八月二九日規則第七八号 平成二一年 三月三一日規則第二二号  

   平成二四年 八月一四日規則第五七号 平成二八年 三月一八日規則第一一号  

   平成二九年一二月一五日規則第五三号 令和 二年一二月一五日規則第八四号  

   令和 五年一〇月一七日規則第五一号    

理容師法施行細則をここに公布する。 

理容師法施行細則 

（開設確認済書の交付） 

第一条 保健所長は、理容師法（昭和二十二年法律第二百三十四号。以下「法」という。）第十一条

の二の規定による確認をしたときは、当該理容所の開設者に確認済書を交付しなければならない。 

一部改正〔昭和五九年規則一六号・平成一〇年四八号・一二年七三号〕 

（出張理容の届出） 

第二条 理容師法施行条例（平成十二年埼玉県条例第二十三号。次項及び次条において「条例」とい

う。）第六条第一項の規定による届出は、出張理容届を出張理容を行おうとする場所の所在地を管

轄する保健所長（出張理容を複数の場所で行おうとする場合は、出張理容を行おうとする主たる場

所の所在地を管轄する保健所長）に提出して行うものとする。 

２ 条例第六条第二項の規定による届出は、出張理容届出事項変更届又は出張理容廃業届を前項に規

定する保健所長に提出して行うものとする。 

全部改正〔平成二一年規則二二号〕、一部改正〔平成二九年規則五三号〕 

（出張理容に関する講習） 

第三条 条例第七条に規定する理容師は、届出をした日から一年以内に第一回の同条の規定による講

習（以下この条において「講習」という。）を受けなければならない。 

２ 条例第七条に規定する理容師は、前項の第一回の講習を受けた日後は、同日の属する年度の翌年

度の四月一日から起算して三年の期間ごとに講習を受けなければならない。 

３ 前二項に定めるもののほか、講習に関し必要な事項は、知事が定める。 

追加〔平成二九年規則五三号〕 

（様式） 

第四条 次の各号に掲げる書類の様式は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

一 法第十一条の二の規定による検査の請求書及び理容師法施行規則（平成十年厚生省令第四号。

次号及び第三号において「省令」という。）第十九条第一項の届出書 様式第一号   

二 省令第二十条の届出書 様式第二号   

三 省令第二十条の二第一項、第二十一条第一項、第二十二条第一項及び第二十二条の二第一項の

届出書 様式第三号   

四 第一条の確認済書 様式第四号   

五 第二条第一項の出張理容届 様式第五号   

六 第二条第二項の出張理容届出事項変更届 様式第六号   
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七 第二条第二項の出張理容廃業届 様式第七号   

２ 法第十一条第二項の規定による廃止の届出は、様式第八号の理容所廃止届を提出して行うものと

する。 

一部改正〔昭和四六年規則九一号・五九年一六号・六〇年八九号・六一年一二号・平成八

年七八号・一〇年四八号・一二年七三号・一四年二〇号・一五年二三号・二一年二二号・

二九年五三号・令和五年五一号〕 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、昭和四十一年四月一日から施行する。 

（理容師法施行細則の廃止） 

２ 理容師法施行細則（昭和三十三年埼玉県規則第三十二号）は、廃止する。 

附 則（昭和四十四年三月三十一日規則第八号） 

この規則は、昭和四十四年四月一日から施行する。 

附 則（昭和四十五年一月二十日規則第五号） 

この規則は、昭和四十五年二月一日から施行する。 

附 則（昭和四十六年十二月二十四日規則第九十一号） 

この規則は、昭和四十七年一月一日から施行する。 

附 則（昭和四十九年一月二十二日規則第三号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和五十四年三月三十日規則第二十八号） 

この規則は、昭和五十四年四月一日から施行する。 

附 則（昭和五十九年三月三十日規則第十六号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和六十年十二月二十七日規則第八十九号） 

この規則は、昭和六十一年一月一日から施行する。 

附 則（昭和六十一年三月二十二日規則第十二号） 

この規則は、昭和六十一年四月一日から施行する。 

附 則（平成三年三月十九日規則第七号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成八年十二月二十四日規則第七十八号） 

この規則は、平成八年十二月二十六日から施行する。 

附 則（平成九年三月二十八日規則第二十八号） 

この規則は、平成九年四月一日から施行する。 

附 則（平成十年三月三十一日規則第四十八号） 

この規則は、平成十年四月一日から施行する。 

附 則（平成十二年三月三十一日規則第七十三号） 

この規則は、平成十二年四月一日から施行する。 

附 則（平成十四年三月十九日規則第二十号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成十五年三月十八日規則第二十三号） 

１ この規則は、平成十五年四月一日から施行する。ただし、第五条の改正規定並びに様式第一号、

様式第二号、様式第三号(一)、様式第三号(二)及び様式第六号の改正規定（「（第５条関係）」を

「（第４条関係）」に改める部分を除く。）は、公布の日から施行する。 

２ 改正前の理容師法施行細則に定める様式による用紙は、当分の間、所要の調整をして使用するこ

とができる。 

附 則（平成十七年五月十七日規則第百三十八号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成二十年八月二十九日規則第七十八号） 

この規則は、公布の日から施行する。（後略） 

附 則（平成二十一年三月三十一日規則第二十二号） 
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この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成二十四年八月十四日規則第五十七号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成二十八年三月十八日規則第十一号） 

１ この規則は、平成二十八年四月一日から施行する。 

２ この規則による改正前の理容師法施行細則に定める様式による用紙は、当分の間、所要の調整を

して使用することができる。 

附 則（平成二十九年十二月十五日規則第五十三号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成二十九年十二月二十五日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の日前に、理容師法施行条例（平成十二年埼玉県条例第二十三号）第六条第一項

の規定による届出をした理容師（理容所の開設者及び従業者を除く。）に対する改正後の第三条第

一項の規定の適用については、同項中「届出をした日から一年以内」とあるのは、「平成三十年十

二月二十四日まで」とする。 

３ この規則による改正前の理容師法施行細則に定める様式による用紙は、当分の間、所要の調整を

して使用することができる。 

附 則（令和二年十二月十五日規則第八十四号） 

１ この規則は、令和二年十二月十五日から施行する。 

２ この規則による改正前の理容師法施行細則に定める様式による用紙は、当分の間、所要の調整を

して使用することができる。 

附 則（令和五年十月十七日規則第五十一号） 

１ この規則は、生活衛生関係営業等の事業活動の継続に資する環境の整備を図るための旅館業法等

の一部を改正する法律（令和五年法律第五十二号）の施行の日から施行する。 

２ この規則による改正前の理容師法施行細則に定める様式による用紙は、当分の間、所要の調整を

して使用することができる。 

様式第１号 

（第４条関係） 

全部改正〔令和２年規則84号〕、一部改正〔令和５年規則51号〕 

様式第２号 

（第４条関係） 

全部改正〔令和２年規則84号〕 

様式第３号(１) 

（第４条関係） 

追加〔令和５年規則51号〕 

様式第３号(２) 

（第４条関係） 

全部改正〔令和２年規則84号〕、一部改正〔令和５年規則51号〕 

様式第３号(３) 

（第４条関係） 

全部改正〔令和２年規則84号〕、一部改正〔令和５年規則51号〕 

様式第３号(４) 

（第４条関係） 

全部改正〔令和２年規則84号〕、一部改正〔令和５年規則51号〕 

様式第４号 

（第４条関係） 

一部改正〔昭和54年規則28号・59年16号・平成３年７号・10年48号・12年73号・15年23号・

21年22号・29年53号〕 

様式第５号 

（第４条関係） 
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全部改正〔令和２年規則84号〕 

様式第６号 

（第４条関係） 

全部改正〔平成21年規則22号〕、一部改正〔平成24年規則57号・29年53号・令和２年84号〕 

様式第７号 

（第４条関係） 

追加〔平成21年規則22号〕、一部改正〔平成24年規則57号・29年53号・令和２年84号〕 

様式第８号 

（第４条関係） 

全部改正〔令和２年規則84号〕 
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２ 美容師法・美容師法施行令・美容師法施行規則（抜粋） 
 
 

○美容師法（抜粋） 
(昭和三十二年六月三日) 

(法律第百六十三号) 
(目的) 
第一条 この法律は、美容師の資格を定めるとともに、美容の業務が適正に行
われるように規律し、もつて公衆衛生の向上に資することを目的とする。 
 
(定義) 
第二条 この法律で「美容」とは、パーマネントウエーブ、結髪、化粧等の方
法により、容姿を美しくすることをいう。 

２ この法律で「美容師」とは、厚生労働大臣の免許を受けて美容を業とする者
をいう。 

３ この法律で「美容所」とは、美容の業を行うために設けられた施設をいう。 
 
(無免許営業の禁止) 
第六条 美容師でなければ、美容を業としてはならない。 
 
(美容所以外の場所における営業の禁止) 
第七条 美容師は、美容所以外の場所において、美容の業をしてはならない。
ただし、政令で定める特別の事情がある場合には、この限りでない。 
 
(美容の業を行う場合に講ずべき措置) 
第八条 美容師は、美容の業を行うときは、次に掲げる措置を講じなければな
らない。 

一 皮ふに接する布片及び皮ふに接する器具を清潔に保つこと。 
二 皮ふに接する布片を客一人ごとに取り替え、皮ふに接する器具を客一人ごと

に消毒すること。 
三 その他都道府県が条例で定める衛生上必要な措置 

 
 (美容所について講ずべき措置) 
第十三条 美容所の開設者は、美容所につき、次に掲げる措置を講じなければ
ならない。 

一 常に清潔に保つこと。 
二 消毒設備を設けること。 
三 採光、照明及び換気を充分にすること。 
四 その他都道府県が条例で定める衛生上必要な措置 

 
 
 

○美容師法施行令（抜粋） 
(昭和三十二年八月三十一日) 

(政令第二百七十七号) 
 
(美容所以外の場所で業務を行うことができる場合) 
第四条 美容師が法第七条ただし書の規定により美容所以外の場所において業
を行うことができる場合は、次のとおりとする。 

一 疾病その他の理由により、美容所に来ることができない者に対して美容を行
う場合 

二 婚礼その他の儀式に参列する者に対してその儀式の直前に美容を行う場合 
三 前二号のほか、都道府県(地域保健法(昭和二十二年法律第百一号)第五条第一

項の規定に基づく政令で定める市(以下「保健所を設置する市」という。)又は
特別区にあつては、市又は特別区)が条例で定める場合 
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○美容師法施行規則（抜粋） 
(平成十年一月二十七日) 

(厚生省令第七号) 
 
(皮膚に接する器具) 
第二十四条 法第八条第一号及び第二号に規定する器具とは、クリッパー、は
さみ、くし、刷毛、ふけ取り、かみそりその他の皮膚に直接接触して用いられ
る器具とする。 
 
(消毒の方法) 
第二十五条 法第八条第二号に規定する消毒は、器具を十分に洗浄した後、次
の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定めるいずれかの方法により行わなけ
ればならない。 

一 かみそり(専ら頭髪を切断する用途に使用されるものを除く。以下この号にお
いて同じ。)及びかみそり以外の器具で血液が付着しているもの又はその疑いの
あるものに係る消毒 

イ 沸騰後二分間以上煮沸する方法 
ロ エタノール水溶液(エタノールが七十六・九パーセント以上八十一・四パーセ

ント以下である水溶液をいう。次号ニにおいて同じ。)中に十分間以上浸す方法 
ハ 次亜塩素酸ナトリウムが〇・一パーセント以上である水溶液中に十分間以上

浸す方法 
二 前号に規定する器具以外の器具に係る消毒 
イ 二十分間以上一平方センチメートル当たり八十五マイクロワット以上の紫外

線を照射する方法 
ロ 沸騰後二分間以上煮沸する方法 
ハ 十分間以上摂氏八十度を超える湿熱に触れさせる方法 
ニ エタノール水溶液中に十分間以上浸し、又はエタノール水溶液を含ませた綿

若しくはガーゼで器具の表面をふく方法 
ホ 次亜塩素酸ナトリウムが〇・〇一パーセント以上である水溶液中に十分間以

上浸す方法 
ヘ 逆性石ケンが〇・一パーセント以上である水溶液中に十分間以上浸す方法 
ト グルコン酸クロルヘキシジンが〇・〇五パーセント以上である水溶液中に十

分間以上浸す方法 
チ 両性界面活性剤が〇・一パーセント以上である水溶液中に十分間以上浸す方

法 
 

(清潔保持の措置) 
第二十六条 法第十三条第一号に規定する清潔の保持のための措置は、次のと
おりとする。 

一 床及び腰板にはコンクリート、タイル、リノリューム又は板等不浸透性材料
を使用すること。 

二 洗場は、流水装置とすること。 
三 ふた付きの汚物箱及び毛髪箱を備えること。 

(採光、照明及び換気の実施基準) 
第二十七条 法第十三条第三号に規定する採光、照明及び換気の実施の基準は、
次のとおりとする。 

一 採光及び照明 美容師が美容のための直接の作業を行う場合の作業面の照度
を百ルクス以上とすること。 

二 換気 美容所内の空気一リットル中の炭酸ガスの量を五立方センチメートル
以下に保つこと。 
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○美容師法施行条例（平成12年3月24日条例第24号） 

美容師法施行条例 

平成十二年三月二十四日 

条例第二十四号 

  

 改正 平成一五年 三月一八日条例第三〇号 平成二一年 三月三一日条例第一六号  

   平成二八年一二月二六日条例第六二号    

美容師法施行条例をここに公布する。 

美容師法施行条例 

（趣旨） 

第一条 この条例は、美容師法（昭和三十二年法律第百六十三号。以下「法」という。）の施行につ

いて必要な事項を定めるものとする。 

（美容の業を行う場合の衛生上必要な措置） 

第二条 法第八条第三号に規定する条例で定める衛生上必要な措置は、次のとおりとする。 

一 就業中は、身体を清潔に保ち、清潔な作業衣を着用すること。 

二 客一人ごとに手指を石けん等で洗うこと。 

三 美容に直接使用する客用の布片は、清潔なものを使用すること。 

四 皮膚に接する布片等は、客一人ごとに、次に掲げる方法により消毒を行ったものと取り替える

こと。 

イ 血液が付着しているもの又はその疑いがあるものは、美容師法施行規則（平成十年厚生省令

第七号。ロにおいて「省令」という。）第二十五条第一号に規定するいずれかの方法によるこ

と。 

ロ イに規定するもの以外のものは、省令第二十五条第一号又は第二号ハ、ホ若しくはヘに規定

するいずれかの方法によること。 

五 紙製の首巻き、まくら当て等は、客一人ごとに廃棄すること。 

六 消毒液は、毎週一回以上（汚濁した場合は、その都度）取り替えること。 

七 消毒済の器具は、未消毒の器具と区別した場所に置き、これを標示しておくこと。 

一部改正〔平成一五年条例三〇号・二一年一六号〕 

（美容所の衛生上必要な措置） 

第三条 法第十三条第四号に規定する条例で定める衛生上必要な措置は、次のとおりとする。 

一 作業所の面積は、九・九平方メートル以上であること。 

二 美容に使用するいすは、作業所の面積九・九平方メートルにつき四台以内とし、その面積が九・

九平方メートルを超え、二十三・一平方メートル以下である場合は、その超える面積が三・三平

方メートルを増すごとに一台を四台に加えた台数以内とし、その面積が二十三・一平方メートル

を超える場合は、その超える面積が三・三平方メートルを増すごとに二台を八台に加えた台数以

内とすること。 

三 洗顔及び洗髪のための流水式の設備を設けること。 

四 天井の高さは、床面から二・一メートル以上とすること。 

五 待ち合い所は、作業に支障のない場所に設け、かつ、固定した〇・九メートル以上の高さを有

する物により、作業所と区画すること。 

六 ねずみ、衛生害虫等の生息状況等について毎月一回以上点検し、その結果に応じた適切な措置

を講ずること。 

七 外傷の手当てに必要な救急薬品及び衛生材料を備えて置くこと。 

一部改正〔平成二一年条例一六号〕 

（出張美容を行うことができる場合） 

第四条 美容師法施行令（昭和三十二年政令第二百七十七号。第六条第一項において「政令」という。）

第四条第三号に規定する条例で定める場合は、次のとおりとする。 

一 付近に美容所のないへき地に出張して美容を行う場合 

二 刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律（平成十七年法律第五十号）第二条第一号に
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規定する被収容者又は同条第二号に規定する被留置者に対して美容を行う場合 

三 演劇、演芸等に出演する者に対してその出演の直前に美容を行う場合 

四 前三号に掲げる場合のほか、規則で定める場合 

追加〔平成一五年条例三〇号〕、一部改正〔平成二一年条例一六号〕 

（出張美容を行う場合の衛生上必要な措置） 

第五条 法第七条ただし書の規定による美容所以外の場所における業（次条及び第七条において「出

張美容」という。）を行う美容師が講ずべき法第八条第三号に規定する条例で定める衛生上必要な

措置は、第二条に掲げるもののほか、次のとおりとする。 

一 外傷の手当てに必要な救急薬品及び衛生材料を携帯すること。 

二 前号に掲げるもののほか、規則で定める措置 

追加〔平成二一年条例一六号〕、一部改正〔平成二八年条例六二号〕 

（出張美容を行う場合の届出） 

第六条 美容師は、出張美容を行う場合は、あらかじめ、規則で定めるところにより、その旨を知事

に届け出なければならない。ただし、政令第四条第二号又はこの条例第四条第三号に掲げる場合は、

この限りでない。 

２ 前項の規定による届出をした美容師は、その届出に係る事項を変更したとき又は出張美容を廃業

したときは、遅滞なく、規則で定めるところにより、その旨を知事に届け出なければならない。 

追加〔平成二一年条例一六号〕 

（出張美容に関する講習） 

第七条 前条第一項の規定による届出をした美容師（美容所の開設者及び従業者を除く。）は、規則

で定めるところにより、出張美容を行う場合における衛生上必要な措置に関し知識を修得するため

の知事が指定する講習を受けなければならない。 

追加〔平成二八年条例六二号〕 

（委任） 

第八条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

追加〔平成二一年条例一六号〕、一部改正〔平成二八年条例六二号〕 

附 則 

１ この条例は、平成十二年四月一日から施行する。 

２ この条例の施行の際現に法第十一条第一項の規定による美容所の位置等の届出をしている者の当

該届出に係る美容所が、第三条第一号又は第四号の規定に適合していない場合においては、これら

の規定にかかわらず、当該美容所の構造設備を変更する場合を除き、当該美容所の衛生上必要な措

置については、なお従前の例による。 

附 則（平成十五年三月十八日条例第三十号） 

この条例は、平成十五年四月一日から施行する。 

附 則（平成二十一年三月三十一日条例第十六号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成二十一年十月一日から施行する。ただし、第二条第四号の改正規定及び附則第

三項の規定は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際現に美容師法（昭和三十二年法律第百六十三号）第十一条第一項の規定によ

る美容所の開設の届出をしている者の当該届出に係る美容所が改正後の第三条第三号の規定に適合

しない場合においては、当該美容所が増築され、又は改築されるまでの間は、当該美容所について

は、同号の規定は適用しない。 

３ この条例の施行の日以後に出張美容を行おうとする美容師は、この条例の施行前においても、改

正後の第六条第一項の規定の例により、知事に届け出ることができる。 

４ この条例の施行前に前項の規定によりされた届出は、この条例の施行の日において改正後の第六

条第一項の規定によりされた届出とみなす。 

附 則（平成二十八年十二月二十六日条例第六十二号） 

この条例は、公布の日から起算して一年を超えない範囲内において規則で定める日から施行する。 

（平成二十九年十二月規則第五十二号で、同二十九年十二月二十五日から施行） 
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○美容師法施行細則（昭和41年3月30日規則第13号） 

美容師法施行細則 

昭和四十一年三月三十日 

規則第十三号 

  

 改正 昭和四四年 三月三一日規則第八号 昭和四五年 一月二〇日規則第五号  

   昭和四六年一二月二四日規則第九二号 昭和四九年 一月二二日規則第三号  

   昭和五四年 三月三〇日規則第二八号 昭和五九年 三月三〇日規則第一七号  

   昭和六〇年一二月二七日規則第九〇号 昭和六一年 三月二二日規則第一三号  

   平成 三年 三月一九日規則第八号 平成 八年一二月二四日規則第七九号  

   平成 九年 三月二八日規則第二九号 平成一〇年 三月三一日規則第四九号  

   平成一二年 三月三一日規則第七四号 平成一四年 三月一九日規則第二一号  

   平成一五年 三月一八日規則第二四号 平成一七年 五月一七日規則第一三九

号 

 

   平成二〇年 八月二九日規則第七八号 平成二一年 三月三一日規則第二三号  

   平成二四年 八月一四日規則第五八号 平成二八年 三月一八日規則第一二号  

   平成二九年一二月一五日規則第五四号 令和 二年一二月一五日規則第八五号  

   令和 五年一〇月一七日規則第五二号    

美容師法施行細則をここに公布する。 

美容師法施行細則 

（開設確認済書の交付） 

第一条 保健所長は、美容師法（昭和三十二年法律第百六十三号。以下「法」という。）第十二条の

規定による確認をしたときは、当該美容所の開設者に確認済書を交付しなければならない。 

一部改正〔昭和五九年規則一七号・平成一〇年四九号・一二年七四号〕 

（出張美容の届出） 

第二条 美容師法施行条例（平成十二年埼玉県条例第二十四号。次項及び次条において「条例」とい

う。）第六条第一項の規定による届出は、出張美容届を出張美容を行おうとする場所の所在地を管

轄する保健所長（出張美容を複数の場所で行おうとする場合は、出張美容を行おうとする主たる場

所の所在地を管轄する保健所長）に提出して行うものとする。 

２ 条例第六条第二項の規定による届出は、出張美容届出事項変更届又は出張美容廃業届を前項に規

定する保健所長に提出して行うものとする。 

全部改正〔平成二一年規則二三号〕、一部改正〔平成二九年規則五四号〕 

（出張美容に関する講習） 

第三条 条例第七条に規定する美容師は、届出をした日から一年以内に第一回の同条の規定による講

習（以下この条において「講習」という。）を受けなければならない。 

２ 条例第七条に規定する美容師は、前項の第一回の講習を受けた日後は、同日の属する年度の翌年

度の四月一日から起算して三年の期間ごとに講習を受けなければならない。 

３ 前二項に定めるもののほか、講習に関し必要な事項は、知事が定める。 

追加〔平成二九年規則五四号〕 

（様式） 

第四条 次の各号に掲げる書類の様式は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

一 法第十二条の規定による検査の請求書及び美容師法施行規則（平成十年厚生省令第七号。次号

及び第三号において「省令」という。）第十九条第一項の届出書 様式第一号   

二 省令第二十条の届出書 様式第二号   

三 省令第二十条の二第一項、第二十一条第一項、第二十二条第一項及び第二十二条の二第一項の

届出書 様式第三号   

四 第一条の確認済書 様式第四号   

五 第二条第一項の出張美容届 様式第五号   

六 第二条第二項の出張美容届出事項変更届 様式第六号   
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七 第二条第二項の出張美容廃業届 様式第七号   

２ 法第十一条第二項の規定による廃止の届出は、様式第八号の美容所廃止届を提出して行うものと

する。 

一部改正〔昭和四六年規則九二号・五九年一七号・六〇年九〇号・六一年一三号・平成八

年七九号・一〇年四九号・一二年七四号・一四年二一号・一五年二四号・二一年二三号・

二九年五四号・令和五年五二号〕 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、昭和四十一年四月一日から施行する。 

（美容師法施行細則の廃止） 

２ 美容師法施行細則（昭和三十三年埼玉県規則第三十三号）は、廃止する。 

附 則（昭和四十四年三月三十一日規則第八号） 

この規則は、昭和四十四年四月一日から施行する。 

附 則（昭和四十五年一月二十日規則第五号） 

この規則は、昭和四十五年二月一日から施行する。 

附 則（昭和四十六年十二月二十四日規則第九十二号） 

この規則は、昭和四十七年一月一日から施行する。 

附 則（昭和四十九年一月二十二日規則第三号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和五十四年三月三十日規則第二十八号） 

この規則は、昭和五十四年四月一日から施行する。 

附 則（昭和五十九年三月三十日規則第十七号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和六十年十二月二十七日規則第九十号） 

この規則は、昭和六十一年一月一日から施行する。 

附 則（昭和六十一年三月二十二日規則第十三号） 

この規則は、昭和六十一年四月一日から施行する。 

附 則（平成三年三月十九日規則第八号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成八年十二月二十四日規則第七十九号） 

この規則は、平成八年十二月二十六日から施行する。 

附 則（平成九年三月二十八日規則第二十九号） 

この規則は、平成九年四月一日から施行する。 

附 則（平成十年三月三十一日規則第四十九号） 

この規則は、平成十年四月一日から施行する。 

附 則（平成十二年三月三十一日規則第七十四号） 

この規則は、平成十二年四月一日から施行する。 

附 則（平成十四年三月十九日規則第二十一号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成十五年三月十八日規則第二十四号） 

１ この規則は、平成十五年四月一日から施行する。ただし、第五条の改正規定並びに様式第一号、

様式第二号、様式第三号(一)、様式第三号(二)及び様式第六号の改正規定（「（第５条関係）」を

「（第４条関係）」に改める部分を除く。）は、公布の日から施行する。 

２ 改正前の美容師法施行細則に定める様式による用紙は、当分の間、所要の調整をして使用するこ

とができる。 

附 則（平成十七年五月十七日規則第百三十九号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成二十年八月二十九日規則第七十八号） 

この規則は、公布の日から施行する。（後略） 

附 則（平成二十一年三月三十一日規則第二十三号） 
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この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成二十四年八月十四日規則第五十八号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成二十八年三月十八日規則第十二号） 

１ この規則は、平成二十八年四月一日から施行する。 

２ この規則による改正前の美容師法施行細則に定める様式による用紙は、当分の間、所要の調整を

して使用することができる。 

附 則（平成二十九年十二月十五日規則第五十四号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成二十九年十二月二十五日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の日前に、美容師法施行条例（平成十二年埼玉県条例第二十四号）第六条第一項

の規定による届出をした美容師（美容所の開設者及び従業者を除く。）に対する改正後の第三条第

一項の規定の適用については、同項中「届出をした日から一年以内」とあるのは、「平成三十年十

二月二十四日まで」とする。 

３ この規則による改正前の美容師法施行細則に定める様式による用紙は、当分の間、所要の調整を

して使用することができる。 

附 則（令和二年十二月十五日規則第八十五号） 

１ この規則は、令和二年十二月十五日から施行する。 

２ この規則による改正前の美容師法施行細則に定める様式による用紙は、当分の間、所要の調整を

して使用することができる。 

附 則（令和五年十月十七日規則第五十二号） 

１ この規則は、生活衛生関係営業等の事業活動の継続に資する環境の整備を図るための旅館業法等

の一部を改正する法律（令和五年法律第五十二号）の施行の日から施行する。 

２ この規則による改正前の美容師法施行細則に定める様式による用紙は、当分の間、所要の調整を

して使用することができる。 

様式第１号 

（第４条関係） 

全部改正〔令和２年規則85号〕、一部改正〔令和５年規則52号〕 

様式第２号 

（第４条関係） 

全部改正〔令和２年規則85号〕 

様式第３号(１) 

（第４条関係） 

追加〔令和５年規則52号〕 

様式第３号(２) 

（第４条関係） 

全部改正〔令和２年規則85号〕、一部改正〔令和５年規則52号〕 

様式第３号(３) 

（第４条関係） 

全部改正〔令和２年規則85号〕、一部改正〔令和５年規則52号〕 

様式第３号(４) 

（第４条関係） 

全部改正〔令和２年規則85号〕、一部改正〔令和５年規則52号〕 

様式第４号 

（第４条関係） 

一部改正〔昭和54年規則28号・59年17号・平成３年８号・10年49号・12年74号・15年24号・

21年23号・29年54号〕 

様式第５号 

（第４条関係） 
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全部改正〔令和２年規則85号〕 

様式第６号 

（第４条関係） 

全部改正〔平成21年規則23号〕、一部改正〔平成24年規則58号・29年54号・令和２年85号〕 

様式第７号 

（第４条関係） 

追加〔平成21年規則23号〕、一部改正〔平成24年規則58号・29年54号・令和２年85号〕 

様式第８号 

（第４条関係） 

全部改正〔令和２年規則85号〕 
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新し い消毒方法を 
実行し まし ょ う！！ 

消

毒

の

手

順

 

消毒前の洗浄 消　 毒　  水　 洗 保　 管 

理 容 師 ・ 美 容 師 の み な さ ん へ  

理容師法施行規則及び美容師法施行規則により 、 平成 1 2 年 9 月 1

日から 理容所、 美容所での消毒の方法は、 感染症対策の充実強化の

観点から 、 血液媒介性のウイ ルスにも 消毒効果のある 消毒方法に改

正さ れています。 新し い消毒方法を 確実に実行し て下さ い。 

かんせんし ょ う たいさ く  

けつえき ばいかいせい 

▲
 

▲
 

▲
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+

洗浄 と 消毒 洗浄 と 消毒 
消毒する前に十分洗浄するこ と が必要です。「 理容師法

施行規則第 2 5 条」 および「 美容師法施行規則第 2 5 条」

で、 消毒前に十分な洗浄をすること を明記し ています。

血が付いたら  

　 すぐ に…。 

消毒前の 
処置です。 

消毒する 前に家庭用洗剤を つけたスポ

ン ジなどを 用いて、 器具の表面を こ す

り 、 十分な流水（ 1 0 秒間以上、 1 リ ッ

ト ル以上） で洗浄し ます。 

③洗浄す る と き 、 流水が

飛散し ないよ う に注意す

るこ と が必要です。 

④洗浄に 使用し た ス ポ ン

ジなどは使用後、 流水で

十分洗浄し 、 汚れのひど

い場合は 7 6 .9 ｖ /ｖ ％～

8 1 .4 ｖ /ｖ ％エ タ ノ ー ル

液（ 消毒用エ タ ノ ール）

または次亜塩素酸ナト リ

ウム液で消毒し ます。 

皮ふに接する器具の分類 皮ふに接する 器具を 大き く 2 つに分けます。 

カ ミ ソ リ （ 頭髪のカ ッ ト のみの

用途 [ レ ザーカ ッ ト ] に使用す

る カ ミ ソ リ を 除く 。【 注】） と カ

ミ ソ リ 以外の器具で、 血液の付

着し ている も の、 ま たはその疑

いのあるも の。 

【 注】 カ ミ ソ リ に は、 顔そ り 、

襟足そり 、 頭髪のカ ッ ト

など、 用途によ り 何種類

かあり ますが、 こ こ では

血液の付着の有無にかか

わら ず、 顔そり のよ う に

直接肌に接する 使い方を

するカ ミ ソ リ を指し ます。 

1  

1  ①流水で 洗う だけで な く 、

擦り 洗いを し ます。 血液

が付着し て いる 器具は、

時間がたつにつれ、 擦り

洗いを し ても 落ち にく く

なり ますので、 ただちに

洗う こ と が大事です。 

こ す 

②ス ポ ン ジ な ど は自分の

手を 傷つけないよ う に柄

の付いたスポンジなどを

用い る のが良い で し ょ

う 。 

え 

の器具の洗浄と 消毒 
せんじ ょ う  し ょ う どく  

❖ 
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,

カ ミ ソ リ 以 外 の

器 具 で 血 液 が 付

着 し て い る 疑 い

のないも の 

例 え ば、 は さ み、

く し 、 ブラ シなど 

カ ミ ソ リ 以外の器具 
（ 含レ ザーカ ッ ト ）　  

血液付着あり  疑いあり  疑いなし  

 消毒は、 次のいずれかの方法を 行います 

次亜塩素酸ナト リ ウム
による消毒

0 .1 ％次亜塩素酸ナト リ ウム

液（ 有効塩素濃度 1 ,0 0 0 ppm ）

中に 1 0 分間浸し ます。

エタ ノ ールによ る 消毒 
 

7 6 .9 ｖ /ｖ ％～ 8 1 .4 ｖ /ｖ ％

エ タ ノ ール液（ 消毒用エ タ

ノ ール） 中に 1 0 分間以上

浸し ます。 

煮沸消毒器によ る 消毒 
 

沸騰し て から 2 分間以上

煮沸し ま す。 

※1  
※2  

①ク リ ッ パーは刃を はずし て消毒し ます。 

 

②替え 刃式カ ミ ソ リ のホルダーは、 刃を はさ む内

部が汚れやすいので、 刃を はずし て ろ 紙な ど を

用いて清掃し ます。 

※1 　 消毒用エ タ ノ ールを 希釈せずに使用する こ と が望ま し いで すが、 無水エ タ ノ ールま たはエ タ ノ ールを 使用する 場合は、 消毒用エ タ ノ ールと 同等の

濃度に希釈し て使用し ます。 

※2 　 次亜塩素酸ナト リ ウム液は、 保管中に塩素濃度の低下がみら れる ので 、 希釈し た消毒薬の有効塩素濃度を 確認する こ と が望まし いです。 

 

1  2  1  

2  

の器具 2  の器具 

カ ミ ソ リ  

し ゃ ふつ じ 　 あ　 えん　 そ　 さ ん 

洗 浄

と 消毒が完了

し まし た。 5 ペー

ジ の「 消毒後の水

洗など」 に進み

ます。 

注  
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-

の器具の洗浄と 消毒 

※理容所・ 美容所で、 現在保有し ている ク レ ゾ ール石ケン 液については、 在庫がなく なる まで、 ま たは使用期限
ま で使っ てよ いこ と になっ て います。 

1  

1  

の器具と 同様の消毒方法 

 

エタ ノ ールによる消毒 

7 6 .9 ｖ /ｖ ％～ 8 1 .4 ｖ /ｖ ％エ タ ノ ー ル液

（ 消毒用エ タ ノ ール） を 含ま せた綿も し く は

ガーゼで器具表面を ふき ます。 

次亜塩素酸ナト リ ウムによる消毒 

0 .0 1 ％～ 0 .1 ％次亜塩素酸ナト リ ウム液（ 有

効塩素濃度 1 0 0 ～ 1 ,0 0 0 p pm ） 中に 1 0

分間以上浸し ます。 

グルコ ン酸ク ロルヘキシジンによる消毒 

0 .0 5 % グルコ ン 酸ク ロ ルヘキシジン 液中に 1 0

分間以上浸し ます。 

 

煮沸消毒器、 エ タ ノ ール、 次亜塩素酸ナ

ト リ ウム液による消毒のいずれか。 

紫外線照射による消毒 

紫外線消毒器内の紫外線灯より 8 5 μｗ /ｃ ㎡

以上の紫外線を 連続し て、 2 0 分間以上照射

し ます。 

し 　 がいせんし ょ う し ゃ  

逆性石ケン液による消毒 

0 .1 ％～ 0 .2 ％逆性石ケン 液（ 塩化ベン ザル

コ ニ ウ ムま た は塩化ベ ン ゼト ニ ウ ム） 中に

1 0 分間以上浸し ます。 

ぎゃ く せい 

両性界面活性剤による消毒 

0 .1 ％～ 0 .2 ％両性界面活性剤液（ 塩酸ア ルキ

ルポリ ア ミ ノ エ チルグリ シン ま たは塩酸アルキ

ルジアミ ノ エチルグリ シン ） 中に 1 0 分間以上

浸し ます。 

り ょ う せい かい めん かっ せい ざ い  

蒸し 器などによる蒸気消毒 

8 0 ℃を こ える 蒸気に 1 0 分間以上触れさ せ

ます。 

む き  じ ょ う き  

2  の器具と 同じ よう に洗浄し て汚れを落と し ておく こ と が大事です。 

消毒は、 

右のいずれかの 

方法を 行いま す。 
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.

消毒後 の水洗 な ど  消毒後 の水洗 な ど  

タ オ ル類の消毒 

※血液が付着し たタ オル、 布類は、 廃棄する かまたは血液が付着し て いる 器具と 同様の洗浄およ び消毒を 行います。 

必要なも のには 

油を差し ます。 

蒸気消毒器を 8 0 ℃を 

こ える温度に設定。 

流水で洗い 
　 ます。 

洗剤で洗浄。 

次亜塩酸 

ナト リ ウム液 

消毒し たも のを 

セッ ト し ます。 

1　 消毒し た後は流水でよく 消毒液を 洗い流し

ておき 、 刃物は必要に応じ て油を 差し てお

きます。 

 

2　 消毒し た器具は使用済みのも のと 区別し

て、 収納ケースな

どに保管し ます。 

1　 加熱によ る 場合は、 使用し たタ オルおよ び布

類を 洗剤で洗浄し た後、 蒸し 器などの蒸気消

毒器に入れ、 器内が 8 0 ℃を こ えてから 1 0

分間以上保持さ せます。 こ の場合、 器内の最

上部のタ オルなどの中心温度が 8 0 ℃を こ え

ていないこ と がある ので、 蒸気が均等に浸透

するよう に十分注意が必要です。 

 

2　 消毒液によ る 場合は、 使用し たタ オル、 布類

を 次亜塩素酸ナト リ ウム液に浸し 、 消毒し ま

す。 消毒終了後は、 洗濯し 、 必要に応じ て乾

燥し て保管するか、 または蒸し 器に入れます。

次亜塩素酸ナト リ ウム液は、 消毒作用のほか

漂白作用も ある ため、 色物の消毒には適し ま

せん。 タ オルは白色を 使用する よ う にし まし ょ う 。 

ひょ う はく さ よう  
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0

希釈し た消毒薬は 

毎日取り 替えます。 

希釈し た消毒薬は、 どのく ら いも ちますか。 

消毒用エタ ノ ールは希釈し ないので、 蒸発、 汚

れの程度にも よ り ますが、 7 日以内に取り 替え

ます。 その他の希釈し た消毒薬は、 毎日取り 替

えます。 

また、 次亜塩素酸ナト リ ウム液の製品は、 保管

中に塩素濃度が薄く なる こ と がある ので、 有効

塩素濃度を 試験紙を 用いて確認する よ う にし ま

す。 

 

消毒薬の希釈方法はどう し たら いいですか。 

消毒薬は 1 種類の濃度の製剤ではなく 、 数種類の濃度が市販さ れています。 元

の濃度が何％であるか確認し ておく 必要があり ます。 

 

《 例》 1 0 ％塩化ベンザルコ ニウム液より 、 0 .2 ％液 2 リ ッ ト ルを作ると き 、 使

用する原液の必要量（ Ｘ ） は、 

1 0  

1 0 0  

2 0 0 0  

× Ｘ  

× 1 0 0  ＝ 0 .2  

Ｘ  ＝ 0 .2  × 2 0 0 0  ÷ 1 0  

＝ 4 0  

し たがっ て、 1 0 ％塩化ベン ザルコ ニウム液

4 0 ｍｌ に水1 9 6 0 ｍｌ を加えて作り ます。 

ウ イ ルス に

感染する

危険性

　 ヒ ト 免疫不全ウイ ルス（ H IV）、Ｂ 型肝炎

ウイ ルス（ H BV）、C型肝炎ウイ ルス（ H CV）は、

血液を 媒体と し て感染する こ と があり ます。

理容所や美容所においては、 カ ミ ソ リ の刃

など についた感染者の血液が、 理容師や美

容師、 他のお客さ んの傷口な ど から 体内に

入り 、 2 次感染を及ぼす危険性があり ます。 

　 H IV に感染し て引き 起こ さ れる エイ ズは、

免疫機能が働かなく なり 、 細菌やウイ ルス、

カ ビ など に対する 抵抗力が衰える 深刻な病

気です。 H BV・ H CV への感染によるＢ 型肝

炎・ Ｃ 型肝炎は、 慢性肝炎と なり 、 それがや

がて肝硬変や肝臓がんに進行する 可能性が

あり ます。 なかでも 、Ｃ 型肝炎は、 自然治癒

する こ と が極めてま れであり 、 肝硬変の原

因の半分が H CV によ り 引き 起こ さ れてい

ます。 

　 し かし 、 H IV 感染から エイ ズ発症までは、

平均約 1 0 年と いう 長い時間がかかり ます。

また、Ｂ 型肝炎やＣ 型肝炎に関し ても 、 感染

後すぐ には症状の出な い人が大多数で す。

いずれも 、 感染者本人が感染し ている こ と

を 自覚し ないまま に第三者に感染さ せる 危

険がある ウイ ルスですので、 理容所や美容

所でも 、 消毒を 徹底する など 十分な 注意が

必要です。 

参考：「 やさ し い肝炎の話」「 こ れだけは知っ ておき たいウイ ルス肝炎」 など 　（ ( 財 ) ウイ ルス肝炎研究財団） 
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埼玉県マスコット
「コバトン」

不十分な洗浄や消毒では菌は死にません

適切な洗浄・消毒を
していますか︖

彩の国
埼玉県

未消毒

適切な洗浄・消毒

ティッシュで
清拭

流水で洗浄

エタノール
含浸綿で清拭

エタノール
に浸漬

適切な洗浄・消毒をすると菌が死滅します

未消毒の器具にはたくさんの菌がいます

適切な洗浄・消毒法は内面へ→

※ 画像の白い点が菌です
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１．洗 浄

血液の付着したステンレス板を一定時間後に洗浄すると・・・

10分後に洗浄 1時間後に洗浄 2時間後に洗浄

流水に当てるティッシュで拭く 消毒用エタノール
含浸綿で拭く

血液の付着したステンレス板を不適切な方法で洗浄すると・・・

中性洗剤を付けたスポンジ等で器具
の表面をこすり、髪の毛、皮脂、血
液などの汚れを落とします。

充分な量の水で10秒以上流し、水気
をよく拭きます。

水気を拭かないと、十分な消毒効果
を得られないことがあります。

❕ 不適切な洗浄では汚れは落ちません。

❕ 時間がたてばたつほど汚れが落ちにくくなります。

適切な器具の洗浄・消毒方法
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消毒した器具は戸棚の中や蓋つきの
容器など衛生的に保管できる場所に
保管します。

未消毒の器具と区別しましょう。

血液の付着の有無や消毒する器具に
よって適切な方法で消毒します。

消毒方法は裏面をご覧ください。

２．消 毒

４．保 管

３．水 洗

消毒液を使用した場合は、流水で消
毒液を洗い流します。

清潔なタオル等で水気をふきます。

濡れたままにしておくと錆の原因に
なります。
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【消毒することができる用途】

消毒方法
器具等 布片等

血液の付着するおそれ あり なし あり なし

煮沸消毒器 ○ ○ ○ ○
蒸気消毒器 ○ ○

紫外線消毒器 ○

薬
物
消
毒
器

消毒用ｴﾀﾉｰﾙ ○ ○ ○ ○

次亜塩素酸ﾅﾄﾘｳﾑ ○ ○ ○ ○

逆性石けん ○ ○

ｸﾞﾙｺﾝ酸ｸﾛﾙﾍｷｼｼﾞﾝ ○

両性界面活性剤 ○

埼玉県生活衛生課 環境衛生・ビル監視担当
〒330-9301 埼玉県さいたま市浦和区高砂3-15-1

☎048-830-3613

【消毒の種類と消毒方法】
煮沸消毒器 2分間以上煮沸する

蒸気消毒器 80℃を超える蒸気に10分間以上触れさせる

紫外線消毒器 85µW／ｃｍ２以上の紫外線で20分間以上照射する

消毒用ｴﾀﾉｰﾙ 血液付着あり︓消毒用ｴﾀﾉｰﾙ中に10分間以上浸す
血液付着なし︓消毒用ｴﾀﾉｰﾙを含ませた綿等で拭く

次亜塩素酸ﾅﾄﾘｳﾑ 血液付着あり︓0.1%次亜塩素酸ﾅﾄﾘｳﾑ液中に10分間以上浸す
血液付着なし︓0.01%〜0.1%次亜塩素酸ﾅﾄﾘｳﾑ液中に10分間以上浸す

逆性石けん 0.1%〜0.2%逆性石けん液中に10分間以上浸す

ｸﾞﾙｺﾝ酸ｸﾛﾙﾍｷｼｼﾞﾝ 0.05%ｸﾞﾙｺﾝ酸ｸﾛﾙﾍｷｼｼﾞﾝ液中に10分間以上浸す

両性界面活性剤 0.1%〜0.2%両性界面活性剤液中に10分間以上浸す

※ 消毒用ｴﾀﾉｰﾙは週1回以上、その他の薬剤は毎日薬液を交換すること
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